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2011年東北地方太平洋沖地震では宮城県大崎市古川地区において地震動による家屋被害が局所的に発生
した．被害地域を供給区域とする古川ガスではガスの供給停止を判断することを目的とした地震観測が行

われており，本震の地震動が記録されているがその前半主要動部分が欠測していることため，本研究では，

同古川地区に設置されている他機関の本震記録，余震記録，および記録に残されていた実測されたSI値，
最大加速度値を利用して欠測した前半部分の地震動を推定した．推定した古川ガスの地震動を応答スペク

トルで比較すると，短周期側で他機関で観測された地震動より小さな応答を示し，0.5秒より長い周期では
ほぼ似た傾向を示した． 
 
     Key Words : Tohoku-oki earthquake, Furukawa, ground motion, time-frequency representation, 

   Wavelet 
 
 
 
１．はじめに 
 
2011年東北地方太平洋沖地震では，東日本を中心

として広い範囲で地震動が観測された．防災科学技

術研究所のK-NET，KiK-net，気象庁，港湾空港技術

研究所など複数の機関は本震の記録を既に公開して

おり，地震被害に関する報告や関連する研究に大き

な貢献を果たしている例えば1), 2)．

本地震では，津波による被害が東北から関東地方

にかけての沿岸部で発生している．一方，地震動に

よる被害は顕著ではなかったが，内陸地域では局所

的にではあるものの被害が発生している．宮城県大

崎市の古川地区も地震動により家屋の被害，液状化

の被害が発生した地域である．古川地区に設置され

ている防災科学技術研究所K-NET古川観測点と気象

庁大崎市古川観測点とで観測された本震の地震動は，

1995年兵庫県南部地震のJMA神戸波やJR鷹取波に相

当するレベルの地震動であったことが報告されてい

る1)．

古川ガスは上記古川地区に都市ガスを供給してい

る事業者であるが，今回の地震で供給管などにほと

んど被害が発生していない．このことは，耐震性の

高い供給管（PE管）の普及に務めていた3)ことによ

ると予想されるが，その詳細なメカニズムを議論す

ることは今後のライフライン地震対策に向けて重要

な知見となると思われる．

古川ガスでは地震発生時の供給停止を判断するた

めに地震観測が行われている．本地震でも揺れを感

知してSI値，最大加速度値が表示されたものの，記

録されている波形は本震の地震動の一部のようであ

る．

本研究では，記録されていた本震の波形の一部や

周辺の本震記録，余震記録，および本震時のSI値，

最大加速度値を基に，古川ガスの本震記録を時間周

波数解析を利用して推定する．推定された古川ガス

の本震記録はその被害メカニズムの分析に有用であ

ると考えられる．
 
 
２．古川ガスの観測記録 
 
古川地区にはK-NET古川観測点（K-NET MYG006）

と気象庁観測点（JMA Furukawa）とが設置されてお

り，両地震計で観測された地震動の震度が大崎市古

川の震度として気象庁から発表される．両観測点で

は本震の記録が得られ，既に公開されている．図-1

にこれらの地震観測点と古川ガスの地震観測点の位

置関係を示す．K-NET観測点と気象庁観測点とは互
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いに1km程度離れて位置しており，古川ガス観測点

はK-NET観測点の北西に位置する．K-NET観測点から

の距離は1km程度である．

地震計は事務所の建屋内の床面に設置されている．

事務所は杭基礎建物であるが，本震によってその周

辺地盤は事務所と比較して数十cm沈下したというこ

とである．このため，本震時に周辺地盤は非線形挙

動したことが推察される．

古川ガスの地震計は（株）山武製のSES60であり，

120秒間の波形が上位から10波のみ地震計内部のメ

モリに記憶される仕様である．このうち本震に相当

すると考えられる日時の波形記録はK-NET，気象庁

の波形と比較して振幅が小さく，また記録の先頭か

ら徐々に振幅が減少することから，本震の途中から

記録された波形であると推察される．一方，地震計

に接続された表示器には，SI値66cm/s，最大加速度

322cm/s2が表示されたということである．一方，残

されている波形記録から計算されるSI値，最大加速

度値はこれに満たない．すなわち，振幅の大きい前

半の主要動部分の波形は何らかの理由により地震計

のメモリに残っていないと考えられる．

記録のトリガ時刻は14時48分14秒であるため，本

記録はその30秒前から90秒後までの120秒間の記録

であるが，時刻精度が保証されていないため，他観

測点の波形と直接比較するために利用できる時刻で

はない．そこで，K-NETの加速度波形と古川ガスの

波形とで相互相関関数を計算し，そのピーク値を与

えるタイムラグをK-NETの記録開始時刻を基準とし

た古川ガスの記録の時間遅れと仮定した．得られた

時間差は131.23秒である．

図-2は古川ガスで記録された波形を上で推定した

の時間差分ずらしてK-NETおよび気象庁の加速度波

形と比較したものである．宮城県以北の観測記録に

見られる２つの顕著な波群1)がK-NET，および気象庁

の記録の両者に見られるのに対し，古川ガスの記録

には認められない．すなわち，振幅の大きな２つの

波群を含む主要動部分が欠測していると考えられる．

また，他の波形と比較してその振幅は同程度である

ものの，古川ガスの波形はやや短周期成分が少ない

ように思われる．前述したように，地盤が非線形化

したことによる影響も考えられる． 
 
 
３．初期波形の設定 

 
(1) 時間周波数域での領域分割 
古川ガスの本震記録を推定するため，得られてい

る情報を最大限活用しなければならない．利用でき

る情報は，古川ガスの地震計に残されていた本震の

131.23秒以後の波形，その他の９波形，および古川
地区のK-NET，気象庁観測点の記録である．そこで，
古川ガスの本震波形を時間周波数で表現し，それぞ

 
図-1 古川ガス地震観測点とK-NET古川観測点，気象庁

観測点の位置関係．

 

 

 
図-2 古川ガスで観測された本震波形記録（Furukwa

Gas）とK-NET古川（K-NET MYG006），気象庁大崎

市古川（JMA Furulawa）の加速度記録との比較

（下図は後半部分の拡大図）．

 
 

 
図-3 時間周波数域での領域分割の概念図．
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れの領域を適切な方法で構成することを考える

（図-3）．本震記録が残されている時刻（tc 秒）以

後とそれ以前とを分割し，実記録が利用できる領域

をarea Cとする．また，長周期成分ほど空間的な相

関が高いという性質4)や長周期成分ほど波長が長い

ため微細な地盤構造の影響を受けない性質を踏まえ

て，長周期成分（低周波数成分）はK-NETの観測記

録と等しいと考えて，そのまま適用する．この領域

をarea Bとする．残る領域をarea Aとし，この領域

の振幅を求めることで波形を再構成し，推定波形と

する． 
本研究では波形の時間周波数解析にWavelet変換

を用いる例えば5)6)7)．DaubechiesのWavelet8)を選択し

た場合，正規直交Waveletであるため波形 f(t)の
Wavelet変換，Wavelet展開を次式のように表現する

ことが出来る． 

! 

Fjk = f (t)" jk (t)dt#                 (1) 

! 

f (t) = Fjk" jk (t)
k
#

j
#                 (2) 

ここに，

! 

" jk (t)は次式のように構成される． 

! 

" jk (t) = 2 j / 2" (2 j t # k)                 (3) 
jは周波数を制御するスケールに相当する整数で，k
は時間シフトに相当する整数である．なお，ここで

はDaubechiesのD20 Waveletを使用する． 
図-3の概念図では時間と周波数を軸にとって概念

的に示したが，Wavelet係数を振幅値とし，時間と

周波数をkとjの関数として表すこともできる．ただ
し，不確定性原理によって低周波数域では時間解像

度が悪く，高周波数域では周波数解像度が悪くなる．

このため，時刻0を基準にWavelet変換を行った場合，

スケールjでシフトkに対応する時間周波数領域が時
刻tcを跨ぐ可能性があり，図-3のように厳密に時刻tc

でarea Cとarea A，area Bを分割することができな

い．本研究では，以下のように領域分割をした． 

! 

k < 2 j tc /T in area A or B
k " 2 j tc /T in area C

# 
$ 
% 

           (4) 

ここに，Tは解析に利用する時間区間（327.68秒），
tcは古川ガス観測記録の記録開始時間であり，前節

で推定した131.23秒を代入する． 
 
(2) area C 
area Cは古川ガス観測点で実記録が与えられてい

る領域である．このため，記録の131.23秒以前の部

分に0を挿入した波形をWavelet変換し，式(4)の区

分に従ってarea Cに該当すると判断されたWavelet

係数を保持する．
 
(3) area B 
area BはK-NET記録の長周期成分を直接利用する

領域であるが，どの周波数から適用してよいか判断

する必要がある．図-1に示すようにK-NET観測点か

ら見て気象庁観測点と古川ガス観測点はほぼ等距離

にあるとみなせるため，K-NETと気象庁の周波数特

性を比較して，違いが顕著でないと考えられる周波

数帯域を適用すればよいと考えられる．

K-NET記録と気象庁記録をそれぞれWavelet変換し，

スケール毎に再合成した波形のフーリエ振幅を比較

する．図-4はEW成分についてスケールj=8,9とj=6,7

のフーリエ振幅を比較したものである．なお，スケ

ールの小さな方が低周波数側に対応し，スケールの

大きな方が高周波数側に相当する．j=6,7では両記

録に顕著な違いが見られないが，j=8,9では0.2Hzほ

どから高周波数側にかけて違いが認められる．定量

的に議論することは難しいが，本研究ではスケール

j=7以下のスケールはarea Bに属すると評価して，

K-NET記録のj=7以下のWavelet係数を古川ガスの

Wavelet係数に直接適用した．

(4) area A の初期値 
area Aは実記録が得られてない上に，K-NETや気

象庁の記録を直接利用することもできない．そこで，

K-NETと古川ガスで同時に記録されている余震の観

測記録からK-NETに対する古川ガスの周波数伝達関

数を推定し，その結果を用いてarea Aの初期値を構

成する．その後，SI値と最大加速度値を再現する波

形になるようにWavelet係数を修正する手順をとる．

ここでは，まず初期値の設定方法について説明する．

古川ガスの地震計に本震の他に記録されていた波

形は3月9日の前震と余震８波形とを併せた９波形の

である．ただし，4月7日の余震の波形は欠測してい

 
図-4 スケール毎に合成した波形のK-NET記録と気象庁

記録の比較（EW成分）（上：スケールj=8，9，

下：スケール6，7）．
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た．このうち，K-NET古川観測点の記録として公開

されている波形と対応させることができるものは，

3月9日11時45分，3月11日16時29分，20時37分，3月

24日17時21分，4月11日17時16分，8月19日14時36分

の計６波形である．これらの波形をそれぞれ

Wavelet変換し，Wavelet係数でスケールj=8以上の

成分のみ抽出して高周波数域の波形を合成する．こ

の波形をフーリエ変換して比を取ることで，K-NET

に対する古川ガスのスペクトル比を求めた．図-5は

余震毎に計算したK-NETに対する古川ガスのスペク

トル比である．また，その平均値を赤線で併せて示

している．0.8Hz付近にスペクトルのピークが認め

られる．ただし，このスペクトル比は余震から計算

されているため，本震と比較して小さな振幅レベル

の波形から求められたものである．すなわち，本震

時に想定されるレベルの地盤の非線形化の影響は含

まれていないことに注意が必要である．

計算されたスペクトル比は振幅情報に加えて位相

情報も含んでいるが，平均化することによって必ず

しも因果性は満足されない．そのため，周波数域で

表現したK-NETの本震記録対して平均化したスペク

トル比を乗じて波形を計算すると，因果性の乱れた

波形となる．そこで，スペクトル比に応じてスケー

ル毎にWavelet係数に乗じる係数を定め，K-NETの本

震記録のWavelet係数を補正して古川ガスの本震記

録の予測値とする方法をとる．

スペクトル比を

! 

S(" )，スケールjのWaveletのフー
リエ変換を

! 

" j (# )とした時に，補正係数

! 

S jを以下で

定める．

! 

S j =
S(" )# j (" )d"$
# j (" )d"$

                (5) 

この補正係数をK-NETの本震記録のWavelet係数に乗

じて古川ガスのWavelet係数とする．図-6は余震記

録から得られたスペクトル比（図-5）と，式(5)の

補正係数を用いて補正したWavelet係数から構成し

た波形と元の波形とのスペクトル比をとったものと

の比較を示している．ただし，スケールj=13以上は

10Hz以上の高周波数に相当するため不確定性が強い

と判断し，以後の波形合成に使用せず，area Aでは

スケールj=8-12のWavelet係数のみを設定する．な

お，図-6には各スケール毎に補正した場合の周波数

特性も併せて示している．本補正の結果，細かなス

ペクトル比の山谷を再現することはできていないも

のの，0.8Hz付近の山と1Hzより高周波数側の減少し

ていく傾向は概ね再現できていると考えられる．

上記の補正を行ったWavelet係数をarea Aの初期

値として，area B，およびarea CのWavelet係数と

併せて波形を構成したものをK-NETの波形と比較し

て図-7に示す．K-NETの波形と同様に２つの明瞭な

 

 
図-5 余震毎に計算したK-NET古川と古川ガスの記録のス

ペクトル比（灰色線）とその平均値（赤線）

（上：EW成分，下：NS成分）．

 
 

 
図-6 余震から直接計算したスペクトル比（赤線）と

Wavelet係数を補正して得られる記録のスペクト

ル比（青線）の比較．

 

 
図-7 古川ガス本震記録の初期波形とK-NET古川の記録

の比較．
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波群が認められること，131.23秒以後は観測された

記録に整合した波形となっていることが確認できる．

しかしながら，この波形のSI値，および最大加速度

値を計算するとそれぞれ163cm/s，735cm/s2となり，

実観測値である66cm/s，322cm/s2に対して過大であ

る．そこで，area AのWavelet係数を修正してSI値

と最大加速度値に整合する波形を推定する．
 
 
４．本震波形の推定 

area Bとarea Cに属するWavelet係数は確定値で

あると仮定し，area AのWavelet係数のみを修正し

て観測されたSI値と最大加速度値に整合するような

波形を構成する．ただし，area AのWavelet係数の

拘束条件がSI値と最大加速度のみであると拘束条件

が不足して波形が収束しないため，上で求めた初期

波形から大きく変化しないという条件を課す．

具体的には，area AのWavelet係数を推定変数xと
して，次の評価関数Jを最小化する最適化問題を考

える．

! 

J (x) =
[SIo " SI (x)]

2 +[PGAo "PGA(x)]
2 +wL2 (x)

SIo
2 +PGAo

2 #min

               (6) 
ここに，添字oは観測された値を表す．L2は初期の

加速度波形とxにより構成された加速度波形との差
のL2ノルムを表す．wは重み係数であり，徐々に値
を小さくしながら結果を確認して，適切な値を判断

した．ここでは1/3Tの場合の結果を示す．最適解は
遺伝的アルゴリズム（GA）によって探索する．世代

数1000，個体数200，交叉確率75%，突然変異確率

0.5%，ビット長8ビットとしたSGAとする．乱数を変

えて独立した計算を５回実行した．

なお，SI値と最大加速度値の計算は地震計内部の

処理に準拠する．最大加速度値は３成分ベクトル合

成の最大値とする．SI値は，水平面内に22.5°ずつ

等間隔で設定した８方位毎に水平動成分を抜き出し，

それぞれの成分を１次元の入力地震動とみなして減

衰定数20%の速度応答スペクトルを計算する．方位

毎にHousnerの定義式9)に従ってSI値を算出し，その

最大値をSI値とする．ただし，ここでのSI値の定義

は0.1-2.5秒の速度応答スペクトルの積分値を2.4で

除した値，すなわち平均値とする．

図-8に推定した５波形を成分毎にK-NETの加速度

波形と比較して示す．また，図-9に計算されたSI値

と最大加速度（PGA）値をK-NETと気象庁の記録と比

較して示す．それぞれの波形は観測されたSI値と最

大加速度にほぼ一致し，かつ記録された後半部分の

波形と整合している．また，波形には明瞭な２つの

波群も確認できる．ただし，水平２成分と比較して

上下動成分はそれぞれの波形に見られる細かなフェ

ーズが互いに異なっている．これは，水平２成分が

SI値と最大加速度値の両者で拘束されているのに対

し，上下動は最大加速度値のみで拘束されているた

め条件が少ないことに起因すると考えられる．ここ

に挙げる５波形は観測値と矛盾しないことからいず

れの波形も棄却することができない．従って，可能

性として考えられるいずれの波形も推定結果として

呈示することが望ましいと考える．

図-10は推定した５波形から計算した水平成分の

加速度応答スペクトルと速度応答スペクトルをK-

NETと気象庁と比較したものである．推定した５波

形は概ね同じ応答スペクトルを示していることが認

められる．古川ガスの加速度応答スペクトルは0.2

秒より短周期側で他記録と比較して小さい．これは

最大加速度値が他記録と比較して小さいことを反映

しているためである．また，0.5秒より長い周期帯

ではK-NETと気象庁の応答の小さい側の成分と概ね

 

 

 
図-8 推定された古川ガス本震波形のEW成分（上），NS

成分（中），UD成分（下）．
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似た傾向を示し，特に2秒より長い周期帯ではいず

れの記録の応答もほぼ同じ値を示している．このよ

うに0.5秒以上の周期で応答スペクトルがK-NETと似

た傾向を示すことは，古川ガスの地震動の実際の特

徴であるのか，部分的ではあるにしてもK-NETの波

形を基にして推定されたことによるものかは判別す

ることは難しい．しかし．余震から推定された古川

ガスとK-NETとのスペクトル比（図-5，図-6）は両

観測点の振動特性が必ずしも同じではないことを示

唆しており，古川ガスの初期波形はこのスペクトル

比に準じているにも関わらず，特にSI値の拘束条件

を加えることで似た応答スペクトルが得られるとい

う事実は強調して指摘できるのではないかと考える．

５．まとめ

本研究では東北地方太平洋沖地震で本震記録の前

半部分が欠測した古川ガスの観測波形を復元するた

め，Waveletによる時間周波数解析を用いて本震全

体の波形の推定を試みた．欠測した時間領域の長周

期側はK-NET古川の観測記録の長周期成分を直接利

用した．短周期側はK-NETと古川ガスで同時に観測

されている余震のスペクトル比に準ずるように

Wavelet係数を定めて初期値とし，記録に残されて

いた実際のSI値と最大加速度値を再現するように推

定を行った．推定された５波形は欠測していた部分

に２つの明瞭な波群が認められ，水平成分について

は概ね似たフェーズを示すものの，上下動成分には

ばらつきが残る結果となった．応答スペクトルでK-

NET古川と気象庁古川と比較すると，いずれの波形

も短周期側で小さめの応答，0.5秒より長い周期で

は概ね似た応答を示した．

謝辞：本研究では（株）古川ガスの観測記録を利用

しました．古川ガス関係者の皆様のご配慮なしでは

研究を遂行することはできませんでした．また，防

災科学技術研究所K-NET，および気象庁の観測記録

を利用致しました．併せて感謝申し上げます．
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水平２成分，減衰定数5%）．

 
 



7

wavelets, Comm. Pure. Appl. Math., Vol.41, pp.909-996, 
1988. 

9) Housner, G.W.: Spectrum Intensities of Strong-Motion 
Earthquakes, Proc. Symp. Earthquake and Blast Effects on 

Structures, Earthquake Engineering Research Institute, 1952. 

 
 
 

ESTIMATION OF GROUND MOTION AT FURUKAWA GAS  
DURING 2011 TOHOKU-OKI EARTHQUAKE 

 
Hiroyuki GOTO, Hitoshi MORIKAWA and Yasuko KUWATA 

 
   During 2011 Tohoku-oki earthquake, strong ground motion caused serious damage to residences at 
Furukawa area in Miyagi Prefecture, north eastern part of Japan. Furukawa Gas supplies city gas in the 
damaged area, whereas no major damages were reported. Furukawa Gas manages a seismometer to 
monitor seismic intensity (SI), and the seismometor recorded the ground motion. However, only the later 
ground motion is available, and the main parts were missed. In this study, we estimate the main parts of 
the ground motion from the surrounding other ground motion records, aftershock records, and observed 
SI and PGA values by applying a time-frequency analysis.  
 


